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Ａ．研究目的 

本研究の目的は車椅子・電動車椅子について、補

装具費支給制度における基準の補装具としての妥当

な価格水準や購入・修理等項目の体系の検討に関す

る基礎情報を示すことである。そして補装具の種目、

購入等に要する費用の額の算定などに関する基準

［1］の改正の検討に関する基礎情報を提供するこ

とである。 

障害者総合支援法に基づく、補装具支給制度にお

いて車椅子・電動車椅子の価格は購入基準および修

理基準で構成されている。そして車椅子・電動車椅

子の新規作製においてはフレーム、シート、バック

レスト、アームレスト、フットサポート、フットプ

レート、キャスター、駆動輪、ブレーキ、ハンドリ

ムなどが基本構造として、それらの価格は購入基準

として設定されている。また、その他の基本構造に

含まれていない部品の価格に関しては修理基準の額

を上限として加算されるという仕組みになっている。   

一方、座位保持装置の価格は基本価格、製作要素

価格、および完成用部品価格より構成されており、

採寸又は採型に関する費用に関しては基本価格に、

そして材料や部品の購入に関わる費用は製作要素価

格と明確に分けられている。 

そのため車椅子、電動車椅子の支給基準に関して

は座位保持装置のように採寸などに関する技術料が

明確ではなく、また修理項目に関しては新規作製時

に使用する項目とそれ以外の項目が混在し、更生相

談所での判定が煩雑になっているという問題がある。 

さらに最近ではモジュラー式車椅子が多く普及し

ている。モジュラー式はオーダーメイド式車椅子と

比較し、一般的に製造に時間と費用が抑えられ、さ

らには機能面やサイズも選択が可能である。 

今回現状のモジュラー式の車椅子の発注書から本

体価格に含まれる項目などについて調査するととも

に適合技術料の考え方について整理をおこなった。

そしてその結果からモジュラー式を基準とした価格

体系案について検討し、車椅子メーカーならびに車

椅子販売メーカーからアンケートにより意見聴取を

おこなった。 

研究要旨 

車椅子・電動車椅子における補装具費支給制度での購入・修理等項目の体系の検討のために

①モジュラー式の車椅子の発注書を分析し、本体価格に含まれる項目など価格を構成する要素

の検討、②基本工作法案の作成と①の結果をもとにした車椅子の価格体系案の作成、③作成し

た価格体系案について車椅子メーカー・車椅子販売事業者へのアンケートを実施した。①より

モジュラー式の車椅子の価格構成を分析するとともに、基本工作法案を作成し、これらをまと

めて（基本価格）＋（本体価格）＋（機構加算）＋（本体加算）＋（付属品）という５つの要

素からなる価格体系案を作成した。またこの価格体系案についてのアンケートでは、現行の車

椅子・電動車椅子の支給基準において、修理基準に関しては新規作製時に使用する項目とそれ

以外の項目が混在しわかりにくいという問題や、採寸や仮合わせなどでの適合評価や車椅子の

調整などの費用などが反映されないという問題点に対応しているという評価を得た。 

今後これらの価格体系案を参考に、現在の車椅子・電動車椅子の支給の状況にあわせたわか

りやすい価格体系を速やかに検討する必要がある。 
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Ｂ．研究方法 

（１） モジュラー式車椅子の項目と価格設定に関

する調査 

 現在補装具費支給制度によって支給されているモ

ジュラー式車椅子に関しては、一般的に座幅、奥行

き、バックサポート高、フットサポート長など身体

寸法に関連するフレームの項目を選択し、そのうえ

で車椅子を構成する各種パーツを選択し発注がおこ

なわれる。そしてこれらの製品の多くはオプション

も含め発注書を使用し発注することが一般的である。  

今回各社の車椅子の発注書から車椅子の本体なら

びにその機能の選択に関わる項目と価格との関係の

調査をおこなった。 

（２） 価格体系案の作成

車椅子・電動車椅子の作製においては実際には採

寸などの作業を行っているが、現状の価格体系では

購入基準と修理基準による積み上げ式の価格となっ

ており、その作業による費用は明確ではない。今回

基本工作法案を作成するとともに、（１）の結果と

合わせ、基本価格と製作要素価格からなる価格体系

案の作成をおこなった。 

（３）価格体系案に関する事業者へのアンケート 

車椅子メーカー及び事業者に対して、今回作成し

た価格体系案を提示し、①現行告示についての課題、

②価格体系案についての問題点などについてのアン

ケートを実施した。 

（倫理面の配慮） 

特になし 

Ｃ．研究結果 

（１）モジュラー式車椅子の項目と価格構成に関

する調査 

今回の調査では、国内の車椅子の製造をおこなっ

ている会社がインターネット上で公開している発注

書の内容について調査を実施した。発注書が確認で

きた車椅子の名称については普通型、ティルトリク

ライニング式普通型、手押し型、リクライニング式

手押し型、ティルト式手押し型、ティルトリクライ

ニング式手押し型でありそれらについて調査を実施

した。 

（基本仕様の価格構成について） 

補装具事務取扱要領（以下取扱要領）においてモ

ジュラー式車椅子はフレームとして、サイドフレー

ム、クロスフレーム、身体支持ユニットとして、バ

ックサポート、座、アームサポート、フットサポー

ト、大車輪として駆動輪、キャスター、ブレーキの

各部品から構成されると記載されている。一方各社

の発注書を確認するとその価格構成は基本仕様の価

格があり、そこに各部品の選択による加算額を加え、

最終的に全体の価格が設定されている。 

普通型の車椅子では基本仕様の価格で、モジュラ

ー式車椅子を構成する部品をすべて含んでいること

が確認できたが、ティルト式手押し型、リクライニ

ング式手押し型、ティルト・リクラニング式手押し

型については基本使用の価格にティルト、リクライ

ニングなどの機構については含まれていない機種も

あり、それらは加算として取り扱っているものがあ

った。 

（本体を構成する部品の選択と価格構成） 

本体を構成する部品の機構の選択（例：アームサ

ポートの固定式もしくは跳ね上げ式の選択 など）

についてはそれぞれの項目において標準的なものは

基本仕様の価格にふくまれており、それ以外の機構

については加算金額が示されているものが一般的で

あった。（例：アームサポート：固定型は標準で基

本仕様の価格に含まれる一方跳ね上げ式は○○○円

加算など） 

（付属品の価格について） 

 付属品の項目については各メーカー、各機種によ

り幅はあるものの、いずれも基本仕様の価格外であ

り選択すると価格に加算される設定となっていた。

また付属品の項目には色の選択のような、使用者本

人が希望するデザインなどで差額自己負担の対象と

なる項目も設定されていた。 

（２）価格体系案の作成について 

 車椅子・電動車椅子の作製においては実際には採

寸などの作業を行っているが、現状の価格体系では

購入基準と修理基準による積み上げ式の価格となっ

ており、その作業による費用は明確ではない。はじ

36



めに（表１）のように基本工作法案を作成し基本価

格の項目を設定した。次に（１）の結果に基づき価

格体系案を作成した（表２）。まず「①基本価格」

を設定し、車椅子を構成する基本仕様の価格を「②

本体価格」として設定した。それらにリクライニン

グ機構などがついているものに関しては「③機構加

算」として機構ごとに加算をする形とした。また本

体については、本体を構成する項目でフレーム、シ

ート、バックサポート、レッグサポート、フットサ

ポート、アームサポート、ブレーキ、駆動輪・主輪、

キャスター、ハンドリムの項目に分け、それぞれの

項目で機能面での選択で加算する項目があれば「④

機構加算」として項目ごとに加算をおこなう形にし

た。ただし標準（価格が本体価格に含まれるもの）

を設定し、本体価格に含まれる項目を明らかにした。

またそれ以外については「⑤付属品」という扱いに

して、品目ごとに項目を設定した。（表２） 

表１ 基本工作法案 

工 程 作 業 の 内 容 

(ｱ) 身体状況の観

察と評価

身体状況の観察、座位姿勢

の評価、使用目的の確認 

(ｲ) 採寸 製作に必要な採寸、車椅子

の装備等について選択並び

に記録 

(ｳ) 製作、加工、

組み立て

フレームや付属品の製作、

加工、組立て

(ｴ) 仮合わせ 身体への適合、フレームや

付属品の検査及び修正 

(ｵ) 仕上げ 各部品の取付け及び仕上げ

等 

(ｶ) 適合検査 最終的な身体への適合及び

車椅子の各機能の検査 

（３） 価格体系案に関する事業者へのアンケート

（２）で作成した価格体系案については、車椅子メ

ーカー６社ならびに、車椅子販売事業者２社に提示

し、その後「現状における車椅子・電動車椅子の基

準の問題点について」「今回提示した基本価格の設

定について」「今回提示した本体価格＋加算要素＋

付属品の価格体系案について」等についてアンケー

トをおこなった。

現在の基準についての問題点については「製作時

に修理価格をそのまま採用するという歪な構造とな

っている。」「基準価格と製品価格に乖離がある、

修理基準の項目で該当する製品・機構がわからない

ものが存在する。」「各地域での制度の解釈が違

う。」などの意見があがった。 

また基本価格の設定については「補装具事業者が

採寸及び適合等を行う実態に沿った形になった。」

と評価する意見が多かったが、一方で「義肢装具や

福祉用具と違って車椅子、電動車椅子は無資格で業

務が行えるのが現状で、今後資格化や事業所の許認

可制といったある程度のハードルを設ける必要性が

ある。」という意見もあった。 

最後に本体価格＋加算要素＋付属品の価格体系案

については「購入加算額と修理基準額が別に設定さ

れ、実販価格に近い構成になっている。」「装具、

座位保持装置に準じた制度設計で、物の構成が明確

になりイメージしやすくなった」のような意見とと

もに「購入と修理の価格を取り違えないようにしな

いといけないので、改定された場合には多少の混同

やミスなどが心配。」「取り扱い指針や取扱要領な

どで、理解しやすい捕捉が肝要。」「各地域の解釈

の違いが出てこないか心配」との意見もだされた。 

Ｄ．考察 

（モジュラー式車椅子の項目と価格設定に関する調

査から検討される、車椅子の価格体系について） 

モジュラー式車椅子は構成要素や構成要素間の連

結方法などの多くが規格化・標準化されており、そ

れらの組み合わせにより製品が生産される車椅子で

ある。また補装具費支給事務取扱要領においてはモ

ジュラー式の車椅子の構成部品が定められている。 

今回調査した各社の車椅子の発注書において基本

価格で作製可能な製品については、モジュラー式の

車椅子の構成部品が基本的にはすべて入っており、

それが最低限の車椅子の価格でその他機能を付加す

ることにより、価格も加算されるという仕組みにな

っている。 

モジュラー式車椅子のメリットとしてはオーダー
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表２ 車椅子価格体系案 

車椅子の価格＝①基本価格＋②本体価格＋③機構加算＋④本体加算＋⑤付属品で計算 

① 基本価格

標準（上肢・体幹部・骨盤大腿部・下肢・足部） 

頭・頸部 加算 

② 本体価格

種目 名称 

車椅子 普通型 

介助型 

③ 機構加算

リクライニング機構

ティルト機構

リクライニング・ティルト機構

リフト機構

④ 本体加算

フレーム 後方大車輪（標準） 

前方大車輪 

６輪構造 

幅止め 

シート スリング式（標準）

ソリッド式

張り調整式 

奥行調整（スライド式） 

バックサポート スリング式（標準）

ソリッド式

張り調整式 

ワイドフレーム

高さ調整式 

背座角度調整 

背折れ 

ヘッドサポート あり（枕含まず） 

マルチヘッドサポート（枕含む）

レッグサポート 固定式（標準） 
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挙上式 

開閉脱着式 

挙上・開閉脱着式 

レッグベルト全面張り

フットサポート 標準 

二重折込式 

中折れ式 

角度調整 

前後調整 

ヒールループ又はアンクルストラップ

アームサポート 固定式（標準） 

高さ調整式（段階調節式または落とし込み式） 

跳ね上げ式 

脱着式 

角度調整式 

アームサポート幅広

アームサポート延長

ブレーキ トグルブレーキ（標準）

キャリパーブレーキ

フットブレーキ

レバー延長

駆動輪・主輪 エアタイヤ・脱着なし（標準）

脱着式 

車軸位置調整式 

キャンバー角度調整

片手駆動式 

レバー駆動式

ノーパンク

キャスター ソリッド（標準）

PUクッション、エアー 

ハンドリム プラスチック（標準） 

ステンレス

アルミ

滑り止め 

ノブ付き

ピッチ（リム間）25㎜以外 
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⑤ 付属品

クッション ウレタン（平面形状）

ウレタン（厚60㎜以上）（平面形状）

立体編物 

特殊形状 

滑り止め 加算 

防水加工 加算 

背クッション 背クッション 

背クッション滑り止め 加算 

枕 レディメイド

オーダーメイド

テーブル テーブル

テーブル取付部品

ステップカバー ステップカバー

転倒防止装置 パイプ 

キャスター付き

車載固定用フック（一個） 

杖たて 杖たて 

杖たて 多点用 

搭載台 

酸素ボンベ固定装置 

栄養パック取り付けガードル架 

点滴ポール 

日よけ（雨よけ）部品 

泥除け 

シートベルト

座板 

スポークカバー

リフレクタ

高さ調整式手押しハンドル 
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メイドの車椅子と比較し、処方、発注から完成まで

の期間が短いという利点がある。それは補装具を必

要とする利用者にとって非常に大事なことであり、

そのため、利用者本人の体形や障害・変形の状況、

移乗方法、環境要因などでオーダーメイドでしか対

応できない場合もあるが、更生相談所等での処方の

場合においてはモジュラー式車椅子で対応できる場

合にはなるべくモジュラー式を支給するのが望まし

いと考える。 

現在の支給基準において、車椅子・電動車椅子は

車椅子の名称（普通型、リクライニング式車椅子、

手押し型、ティルト式手押し型など）に応じて、購

入基準に定められた価格と車椅子の機構や部品ごと

に定められた修理基準の２つに分けられている。し

かし修理基準の項目には、純粋に修理の部品として

の項目に加え新規作製の車椅子の機能に関連する部

品の項目が混在していること、新規作製時と修理時

に同じ項目が同じ金額で価格が設定されている項目

があること、比較的似通った項目が多く修理の項目

数が多いことなどが問題点として挙げられている。 

そこで今回モジュラー式車椅子を基本とした価格

体系について検討した。さきほども述べたようにモ

ジュラー式車椅子では、本体価格がオプションをつ

けない車椅子の価格となり、そこから基本構造に関

する機能や、さらに本体の機能以外の付属品を選択

することで基本価格に加算額を追加する形となって

いる。  

また今回提示した価格体系案については採寸等に

関する基本価格を基本工作法案も追加した。実際、

補装具判定の現場などでも採寸や仮合わせなどでの

適合評価、や車椅子の調整など、車椅子の機構やシ

ーティングなどに対する知識が必要でかつ時間がか

かることも多く、これらに対する価格体系上の評価

も必要と考えられた。 

結果として（表２）のような形での価格体系案と

なったが、これに対する車椅子メーカー、販売事業

者などの反応としては、結果にも示したように、新

規製作時に修理価格を利用するという価格体系上の

問題が改善されたことや、装具、座位保持装置に準

じた制度設計で、物の構成が明確になりイメージし

やすいことから、全体としてわかりやすい価格体系

という評価であった。その一方で各地域での制度の

解釈の違いについての指摘があり、価格体系の変更

をする場合には取り扱い指針や取扱要領などで制度

理解を促進することも重要であると考えられた。 

Ｅ. 結論 

本研究では主に車椅子について、補装具費支給制

度における妥当な購入・修理等項目の体系について

の検討をおこなった。モジュラー式車椅子の価格構

成の分析では、車椅子を構成する基本仕様の価格と、

その機構についての選択に関わる価格と、その他の

付属品に関わる価格に大きく分類されることが示さ

れた。そこで今回、適合技術料に関わる基本工作法

案も含め、（基本価格）＋（本体価格）＋（機構加

算）＋（本体加算）＋（付属品）という５つの要素

からなる形で価格体系案を作成した。 

この価格体系案について車椅子メーカー、販売事

業者からは、価格体系上の問題が改善されたことや、

価格構成が明確になったことから、全体としてわか

りやすい価格体系であるという評価であった。 

今回の価格体系案はあくまでも一つの案であるが、

現行の車椅子・電動車椅子の支給基準において修理

基準に関しては新規作製時に使用する項目とそれ以

外の項目が混在するという問題や採寸や仮合わせな

どでの適合評価や車椅子の調整などの費用などが反

映されないという問題点などが指摘されており、こ

れらを解消するためには支給基準における価格体系

を大きく変える必要があると考える。 
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